
２０１１年１２月２０日 第４回定例会最終日 

日本共産党茨城県議事務局 TEL／ＦAX ０２９(３０１)１３８７ 

茨城県議会の第４回定例会は１２月２０日に閉会しまし

た。採決に先立ちおこなった日本共産党の大内久美子県議の討

論は次のとおりです。 

            ◇ 

日本共産党の大内久美子です。通告した議案の討論をおこ

ないます。 
 

●民間給与引き下げ、地域経済冷え込ませる職員給与削減 
 

第１３６号議案は、人事委員会勧告にもとづく職員給与の

改定です。４０歳代以上の職員を対象に平均０．２５％、年間

１万５千円を引き下げるもので、給与引き下げは３年連続とな

ります。 

職員の生活を圧迫するだけでなく、社会保障の給付水準な

どにも大きな影響を及ぼします。さらに民間の給与水準の引き

下げを招き、地域経済をますます冷え込ませてしまいます。 

大震災直後に不眠不休で仕事を続ける職員の姿がありまし

た。自治体職員がいかに住民の安全と安心、復旧・復興に欠か

せない存在なのか、あらためて実感いたしました。 

地域経済と震災からの復興にとっても、職員給与を削減す

ることには同意できません。 
 

●企業呼び込みの優遇措置、免税額は８年間で２６０億円 
 

 １３８号議案は、県内に新規立地と増設をした企業に対し、

法人事業税と不動産取得税の免税措置を３年間延長するもので

す。 

 ８年前につくり、免税総額は２６０億円で、免税額の７割以

上は、資本金１億円以上の企業です。 

 企業を呼び込むために導入した優遇措置ですが、効果はあっ

たのでしょうか。法人事業税の構成比は前年度に比べて、２．

３ポイント、八年前に比べて９．８も下がっています。地元企

業育成や内需拡大策こそ必要です。 

 私どもが提案してきた住宅リフォーム助成制度は、秋田県が

１年半前に実施し、３３億円の補助で工事総額は４９２億円、

経済波及効果は７８０億円と、補助額の２４倍です。地元建設

業の仕事が増え、地域経済の活性化に結びついています。 

 企業呼び込みの政策を切り換えることであり、よって同意で

きません。 
 

●広域水道事業の黒字分、料金値下げで還元すべき 
 

 認定１号は、平成２２年度の公営企業の決算です。 

 県南、鹿行、県西、県中央の４つの広域水道事業は、すべて

黒字で、２５億７千万円となりました。 

 水道料金値下げの要望が関係市町村長や企業長から出されて

いますが、県西以外実施しませんでした。 

 県南水道は２５億７千万円の累積黒字にもかかわらず、原価

より１．２倍も高い供給単価です。 

 黒字分を還元するのは当然であり、八ッ場ダムの事業中止

で、さらに大幅値下げができます。 

 県中央水道は、２６年前にはじまり、計画の５分の１以下の

給水実績です。拡張計画や霞ヶ浦導水事業を中止し、値下げを

すべきです。 

 高い水道料金の値下げに踏み切ろうとしない決算には同意で

きません。 
 

●２０１０年度決算、開発の破たん処理に補助金投入 
 

 認定２号は、一般会計、特別会計の決算です。 

 財政が厳しいとの理由で、職員１２２人、教員１９２人を削

減し、県内唯一の肢体不自由児・障害児療育施設、県立こども

福祉医療センターの民設民営化を強行してしまいました。 

 一方で、開発公社、土地開発公社、住宅供給公社に１４１億

円、ＴＸ特別会計に１００億円と、２４１億円も補助金投入で

す。 

 さらに住宅公社は、３８０億６千万円の第三セクター債で、

破たん処理を決めました。 

 破たんの究明をせず、融資した銀行には責任を問わず、すべ

て県民負担にさせることに、厳しい批判が寄せられています。 

 年度末の売れ残り土地は１，５００ヘクタール、借金は３，

８００億円です。大型開発の見直しは急務です。 

 ところが、ＴＸ沿線開発に５９４億円、阿見吉原区画整理事

業に１１５億円、工業団地整備に１５３億円と、莫大な支出を

してしまいました。 

 大震災をうけ、命と暮らしを守る県政がこれまで以上に求め

られている時、大型開発からの脱却は、最重要課題であること

を強調し、決算には同意できません。 
 

●障害児学校の教室不足の早期解消は急務 
 

 請願２３年１４号と１５号は、障害児学校の不足教室解消

と、つくばに新設を求める請願であり、不採択には反対です。 

 不足教室は１６７教室もあり、深刻な状況です。音楽室など

特別教室の転用は、教育活動を制限しています。 

 ２０１０年から１４年にかけての整備計画は、抜本的な見直

しが必要です。 

 つくば養護は、開校から５年目で２倍も児童生徒が増え、３

６６人の過大校となってしまいました。プレハブ教室や増設は

速やかに実施し、新設計画を立てることです。 

 障害児に劣悪な教育条件は、教育の差別化ではないでしょう

か。関係者の願いにこたえ、一日も早く改善しなければなりま

せん。以上で討論を終わります。 

 

 
  主な議案・意見書・請願 

      

〔議案〕 

◇２０１１年度一般会計補正予算

（震災復興関連事業など） 

◇企業の新規立地と増設に対する法

人事業税などの免税措置３年延長 

〔意見書〕 

◇ＴＰＰ交渉参加表明に抗議する意

見書（自民党提出） 

〔請願〕 
◇父母の教育費負担を軽減、私学助

成の拡充（私学助成県連絡会議） 

◇障害児学校の普通教室不足の早期

解消（県高教組障害児学校部） 

◇家族従業者の人権保障のために所

得税56条の廃止（県商工団体連合

会婦人部協議会） 
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